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議案第１号 

 

   令和４年度朝霞和光資源循環組合一般会計予算 

 

 令和４年度朝霞和光資源循環組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８６７，７２０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。 

 

  令和４年２月４日提出 

 

                朝霞和光資源循環組合管理者 柴﨑 光子 

 

      提 案 理 由 

 令和４年度朝霞和光資源循環組合一般会計の予算について、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１１条第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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 歳　入 (単位：千円)

1 分 担 金 及 び 負 担 金 426,679

1 負 担 金 426,679

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1

1 使 用 料 1

3 財 産 収 入 1

1 財 産 運 用 収 入 1

4 繰 越 金 11,337

1 繰 越 金 11,337

5 諸 収 入 2

1 組 合 預 金 利 子 2

6 組 合 債 429,700

1 組 合 債 429,700

867,720

 第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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 歳　出 (単位：千円)

1 議 会 費 3,368

1 議 会 費 3,368

2 総 務 費 90,105

1 総 務 管 理 費 89,819

2 監 査 委 員 費 286

3 衛 生 費 484,308

1 清 掃 費 484,308

4 公 債 費 73,840

1 公 債 費 73,840

5 諸 支 出 金 208,099

1 基 金 費 208,099

6 予 備 費 8,000

1 予 備 費 8,000

867,720

款 項 金　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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ごみ広域処理施設建設用地取得

第　２　表

債　務　負　担　行　為

事　　　　　　　　　　　　　項
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令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

公有財産購入費並びに補償・補填及び賠償金の合計額

期　　　　　　間 限　　　　　度　　　　　額
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起　　　債　　　の　　　目　　　的 限　　度　　額

第　３　表

地　　方　　債

衛　生　債

広域処理施設建設用地取得事業 ４２９，７００

合　　　　　計 ４２９，７００
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（単位：千円）

起 債 の 方 法 償　　還　　の　　方　　法利　　率

政府資金及び地方公共団体金融機構資金について
は、その融資条件により、銀行その他の場合には、
その債権者と協定した融資条件による。ただし、組
合財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若しくは低利に借り換えすること
ができる。

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年４．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れるものについ
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）
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令和４年度

朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出予算

説　明　書
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 １　総　括

    （ 歳  入 ） （単位：千円）

1 分 担 金 及 び 負 担 金 426,679 256,127 170,552

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0 1

3 財 産 収 入 1 1 0

4 繰 越 金 11,337 2,000 9,337

5 諸 収 入 2 2 0

6 組 合 債 429,700 534,800 △105,100

△ 国 庫 支 出 金 0 53,356 △53,356

867,720 846,286 21,434

款 比 較本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入　　合　　計
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（単位：千円）

一　般

財　源

1 議 会 費 3,368 3,368 0 3,368

2 総 務 費 90,105 89,744 361 90,105

3 衛 生 費 484,308 715,101 △230,793 429,700 54,608

4 公 債 費 73,840 30,072 43,768 73,840

5 諸 支 出 金 208,099 1 208,098 1 208,098

6 予 備 費 8,000 8,000 0 8,000

867,720 846,286 21,434 429,700 1 438,019

その他

款

歳 出 合 計

    ( 歳　出 )

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国庫支出金 地方債

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額
比　較
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２　歳　入

(款) 1 分担金及び負担金 (項) 1 負担金

 1 構成市負担金 426,679 256,127 170,552

426,679 256,127 170,552

(款) 2 使用料及び手数料 (項) 1 使用料

 1 総務手数料 1 0 1

1 0 1

(款) 3 財産収入 (項) 1 財産運用収入

 1 利子及び配当金 1 1 0

1 1 0

(款) 4 繰越金 (項) 1 繰越金

 1 繰越金 11,337 2,000 9,337

11,337 2,000 9,337

(款) 5 諸収入 (項) 1 組合預金利子

 1 組合預金利子 2 2 0

2 2 0

(款) 6 組合債 (項) 1 組合債

 1 衛生債 429,700 534,800 △105,100

429,700 534,800 △105,100計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較

計

計

計

計

計
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（単位：千円）

 1 議会費負担金 3,368 　朝霞市負担金 1,684

　和光市負担金 1,684

 2 総務管理費等負担金 88,102 　朝霞市負担金 44,051

　和光市負担金 44,051

 3 清掃費負担金 45,271 　朝霞市負担金 24,008

　和光市負担金 21,263

 4 公債費負担金 73,840 　朝霞市負担金 36,920

　和光市負担金 36,920

 5 基金費負担金 208,098 　和光市負担金

 6 予備費負担金 8,000 　朝霞市負担金 4,000

　和光市負担金 4,000

 1 行政財産使用料 1 　行政財産使用料

 1 利子及び配当金 1 　財政調整基金運用利子

 1 前年度繰越金 11,337 　前年度繰越金（朝霞市分） 6,894

　前年度繰越金（和光市分） 4,443

 1 預金利子 2 　歳計現金預金利子 1

　歳計外現金預金利子 1

 1 清掃債 429,700 　広域処理施設用地取得事業債

区　　分
説　　　　　　明

節

金　　額
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(款)△国庫支出金 (項)△国庫補助金

△ 衛生費国庫補助金 0 53,356 △53,356

0 53,356 △53,356計

本 年 度目 前 年 度 比　　較
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（単位：千円）

説　　　　　　明
節

金　　額区　　分
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３　歳　出

(款) 1 議会費 (項) 1 議会費

 1 議会費 3,368 3,368 0 3,368

3,368 3,368 0 3,368

(款) 2 総務費 (項) 1 総務管理費

 1 一般管理費 89,791 89,430 361 89,791

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

国県支出金

特　　定　　財　　源
一般財源

地方債 その他

計

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　較目 本 年 度 前 年 度

-16-



（単位：千円）

 1 報酬 2,196 　議員報酬 2,196

　　議員報酬(１０人） 2,196

 3 職員手当等 513 　議員期末手当 513

 8 旅費 32 　費用弁償 32

 9 交際費 20 　議長交際費 20

10 需用費 60 　消耗品費 60

12 委託料 347 　業務委託料 347

　　会議録作成業務委託料

13 使用料及び賃借料 200 　車借上料 200

（単位：千円）

 1 報酬 706 　特別職報酬 552

　　特別職報酬（２人） 552

　非常勤職員報酬 154

　　情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（３人） 44

　　行政不服審査会委員報酬（３人） 22

　　嘱託医報酬（１人） 30

　　公務災害補償等認定委員会委員報酬（５人） 36

　　公務災害補償等審査会委員報酬（３人） 22

 2 給料 37,176 　一般職給 37,176

　　８人 37,176

 3 職員手当等 31,314 　扶養手当 1,392

　管理職手当 3,300

　地域手当 6,281

　住居手当 792

　通勤手当 263

　児童手当 640

　時間外勤務手当 1,035

　一般職期末手当・勤勉手当 17,482

　管理者等期末手当 129

 4 共済費 13,555 　共済組合負担金 13,413

　地方公務員災害補償基金負担金 142

 5 災害補償費 2 　公務災害見舞金 1

　公務災害補償費 1

 7 報償費 132 　謝礼 132

 8 旅費 62 　費用弁償 38

　普通旅費 24

節

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

節
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 2 公平委員会 28 28 0 28

費

89,819 89,458 361 89,819

(款) 2 総務費 (項) 2 監査委員費

 1 監査委員費 286 286 0 286

286 286 0 286

国県支出金 地方債

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　　定　　財　　源
一般財源

目 本 年 度 前 年 度

その他

計

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　較目 本 年 度 前 年 度

計

-18-



（単位：千円）

 9 交際費 20 　管理者交際費 20

10 需用費 1,478 　消耗品費 1,214

　燃料費 58

　印刷製本費 32

　修繕料 174

11 役務費 852 　通信運搬費 626

　自動車損害保険料 37

　手数料 189

12 委託料 1,633 　業務委託料 1,633

　　コンピュータ関連機器保守委託料

　　ホームページ運用保守委託料

　　複合機保守委託料

　　人事給与システム保守委託料

　　財務書類作成支援業務委託料

13 使用料及び賃借料 2,684 　事務機器等借上料 2,675

　有料道路・駐車場等使用料 9

18 負担金、補助及び 172 　負担金及び会費 124

交付金 　　埼玉県清掃行政研究協議会負担金 15

　　研修負担金 71

　　ＥＢソフトウェア更新費負担金 38

　補助金 48

　　職員人間ドック受診助成金 48

26 公課費 5 　自動車重量税 5

 1 報酬 22 　委員報酬 22

　　公平委員会委員報酬（３人） 22

 8 旅費 6 　費用弁償 6

（単位：千円）

 1 報酬 228 　委員報酬 228

　　監査委員報酬（２人） 228

 8 旅費 58 　費用弁償 58

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

節

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

節
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(款) 3 衛生費 (項) 1 清掃費

 1 施設建設費 34,888 161,600 △126,712 34,888

 2 用地取得費 445,460 545,430 △99,970 429,700 15,760

 3 施設解体費 3,960 8,071 △4,111 3,960

484,308 715,101 △230,793 429,700 54,608

(款) 4 公債費 (項) 1 公債費

 1 元金 69,256 26,740 42,516 69,256

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　　定　　財　　源
一般財源

目 本 年 度 前 年 度

国県支出金 地方債 その他

計

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　較目 本 年 度 前 年 度
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（単位：千円）

 1 報酬 258 　非常勤職員報酬 258

　　ごみ広域処理施設建設検討委員会委員報酬（１０人

　 ） 213

　　ごみ広域処理施設整備運営事業者選定委員会委員報酬（

　 ２人） 45

 8 旅費 72 　費用弁償 72

　　ごみ広域処理施設建設検討委員会委員旅費 60

　　ごみ広域処理施設整備運営事業者選定委員会委員旅費 12

10 需用費 57 　消耗品費 57

12 委託料 33,795 　業務委託料 33,795

　　ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託料（

　 施設建設）

　　ごみ広域処理施設整備に伴う生活環境影響調査業務

　 委託料

　　ごみ広域処理施設建設に伴う公共用地分筆登記業務

　 委託料

　　ごみ広域処理施設建設用地雑草刈払等業務委託料

14 工事請負費 706 　単独事業費 706

　　ごみ広域処理施設建設用地木柵設置工事 706

10 需用費 840 　消耗品費 840

11 役務費 4,022 　手数料 4,022

12 委託料 10,059 　業務委託料 6,882

　　ごみ広域処理施設建設用地物件補償調査業務委託料

　測量業務委託料 3,177

　　代替地測量業務委託料

16 公有財産購入費 381,247 　土地購入費 381,247

　　ごみ広域処理施設建設用地購入費 381,247

21 補償・補填及び賠 49,292 　補償金 49,292

償金

12 委託料 3,960 　業務委託料 3,960

　　ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託料（

　 施設解体）

（単位：千円）

22 償還金・利子及び 69,256 　償還金 69,256

割引料 　　組合債元金償還（朝霞市分） 34,628

　　組合債元金償還（和光市分） 34,628

説　　　　　　明

節

区　　分 金　　額

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

節
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 2 利子 4,584 3,332 1,252 4,584

73,840 30,072 43,768 73,840

(款) 5 諸支出金 (項) 1 基金費

 1 財政調整基 208,099 1 208,098 1 208,098

金費

208,099 1 208,098 1 208,098

(款) 6 予備費 (項) 1 予備費

 1 予備費 8,000 8,000 0 8,000

8,000 8,000 0 8,000

国県支出金 地方債

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　　定　　財　　源
一般財源

目 本 年 度 前 年 度

その他

計

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

本 年 度 の 財 源 内 訳    

計

その他

本 年 度 の 財 源 内 訳    

比　較目 本 年 度 前 年 度

計

比　較目 本 年 度 前 年 度
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（単位：千円）

22 償還金・利子及び 4,584 　償還金 4,584

割引料 　　組合債利子償還（朝霞市分） 1,916

　　組合債利子償還（和光市分） 1,916

　　一時借入金利子償還金 752

（単位：千円）

24 積立金 208,099 　財政調整基金積立金 208,099

　　財政調整基金運用利子 1

　　和光市財政平準化分 208,098

（単位：千円）

　予備費 8,000

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

節

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

節

節
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１ 特別職

職員数 (年間支給率) 共済費 合　計

期末手当

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(2.80月)

2 552 129 681 681

(2.80月)

10 2,196 513 2,709 2,709

40 662 662 662

52 3,410 642 4,052 4,052

(2.80月)

2 552 129 681 681

(2.80月)

10 2,196 513 2,709 2,709

35 912 912 912

47 3,660 642 4,302 4,302

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

5 △ 250 △ 250 △ 250

5 △ 250 0 △ 250 △ 250

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分

給　　与　　費

備考報　酬 給　料 通勤手当 計

本年度

長 等
管理者

副管理者

議 員

その他の
特 別 職

計

前年度

長 等
管理者

副管理者

議 員

その他の
特 別 職

計

比 較

長 等
管理者

副管理者

議 員

その他の
特 別 職

計
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２　一般職

　⑴　総括

職員数

(人)

(0)

8

(0)

8

(0)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

(単位：千円)

区　分

給　　与　　費

共済費 合　計 備　考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 37,176 30,545 67,721 13,555 81,276

前年度 36,754 31,830 68,584 12,799 81,383

比　較 422 △ 1,285 △ 863 756 △ 107

　※１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の
      基礎となったものについて記載する。
　※２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　　分 本　年　度 前　年　度 比　　　較

扶 養 手 当 1,392 1,392 0

管 理 職 手 当 3,300 3,720 △ 420

地 域 手 当 6,281 6,280 1

住 居 手 当 792 1,128 △ 336

通 勤 手 当 263 273 △ 10

期 末 手 当 8,922 9,292 △ 370

勤 勉 手 当 8,560 8,685 △ 125

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 0

特 殊 勤 務 手 当 0

超 過 勤 務 手 当 1,035 1,060 △ 25

30,545 31,830 △ 1,285
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　⑵　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

　⑶　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

(円)

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給 料 422 給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う増加 422

分

その他の増減分

職 員 手 当 △ 1,285 制度改正に伴う △ 370 期末手当
　　　　　　　△370

6月、12月期
　一般職員
　　1.275月分→1.200月分
　特定管理職員
　　1.075月分→1.000月分

増減分

その他の増減分 △ 915 職員手当の減額

行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円) 389,757

令和4年1月1日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 516,671

平 均 年 齢 (歳) 46歳8か月

平 均 給 料 月 額 (円) 375,387

令和3年1月1日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 499,601

平 均 年 齢 (歳) 45歳8か月

大 学 卒 188,700 182,200

区 分 行 政 職 (円)
国 の 制 度

行　政　職

高 校 卒 154,900 150,600
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　　ウ　級別職員数

級 級

1 1

1 1

2 2

1 1

1 1

2 2

8 8

（級別の標準的な職務内容）

　　エ　昇給

区　分
行　政　職

区分
行　政　職

３級
25.0

２級

 職員数　(人)  構成比　(％)  職員数　(人)  構成比　(％)

12.5

７級 ７級
12.5

６級 ６級
25.0

２級

１級 １級

計 計
100.0

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級

令和4年1月1日

８級

令和3年1月1日

８級

５級 ５級
12.5

４級 ４級
12.5

３級

２級 １級

行政職 事務局長 次長 課長 課長補佐 係長 主任 主事 主事補

8

号給数別内訳

２号給 (人) 3

４号給 (人) 5

６号給 (人) 0

８号給 (人) 0

前
 
 
年
 
 
度

職 員 数 （Ａ） (人) 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人) 8

号給数別内訳

２号給 (人) 2

４号給 (人) 6

比率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.00

６号給 (人)

12.5

12.5

25.0

12.5

12.5

25.0

100.0

0

８号給 (人) 0

比率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.00

区　　分 行 政 職

本
 
 
年
 
 
度

職 員 数 （Ａ） (人) 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人)
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　　オ　期末手当・勤勉手当

（月分）

　(　)内は再任用職員の標準的な支給率

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

※派遣元で埼玉県市町村総合事務組合に加入

　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

支給対象職員の比率

区　分
支給期別支給率 支給率計

職制上の段階･職務
の級等による加算措

置

2.150 2.150 4.30

備　考
６月(月分) 12月(月分)

（－）
有本年度

（－） （－）

その他の加算措置等

国の制度
（1.125） （1.125） （2.25）

有

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

2.150 2.150 4.30

備　考区　　分
20年勤続の者

支 給 対 象 地 域 朝霞市 和光市

支 給 率 （％） 15

支 給 対 象 職 員 数 （人） 8

国の指定基準に基づく支給率 （％） 12 16

全 職 種 行 政 職

給料総額に対する比率 (％)

代表的な特殊勤務手当の名称

有昨年度
（－）

2.225

（－）

2.225

（－）

4.45

(％)
(令和4年1月1日現在)

区 分
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　　ケ　その他の手当

区 分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 異 持家住宅に係る支給の相違

通 勤 手 当 異 交通用具等利用者の通勤手当額
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（令和４年度に係るもの）

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　項 限　　度　　額
令和３年度までの
支出額（見込額）
期　間 金　額

ごみ広域処理施設建設用地取得
公有財産購入費並びに補償・補填及
び賠償金の合計額

-30-



（単位：千円）
令和４年度以降の

支出予定額
左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般
財　源そ　の　他地　方　債期　間 金　額

令和４年度から
令和５年度まで

国県支出金

限　度　額
に　同　じ
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（過年度に係るもの）

ごみ広域処理施設整備基本計画策定
等業務

ごみ広域処理施設整備基本計画
策定等業務委託料及び消費税の
合計額

令和３年度から
令和５年度まで

23,210

ごみ広域処理施設整備に伴う生活環
境影響調査業務

ごみ広域処理施設整備に伴う生
活環境影響調査業務委託料及び
消費税の合計額

令和３年度から
令和４年度まで

16,390

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　項 限　　度　　額
令和３年度までの
支出額（見込額）
期　間 金　額
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国県支出金

令和３年度から
令和５年度まで

限　度　額
に　同　じ

限　度　額
に　同　じ

令和３年度から
令和４年度まで

（単位：千円）
令和４年度以降の

支出予定額
左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般
財　源そ　の　他地　方　債期　間 金　額
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地方債の前々年度における現在高並びに前年度末及び
　　　　　　  当該年度における現在高の見込みに関する調書

１．普　通　債 ０ ４２１，２３０

区　　　　分
令 和 ２ 年 度 末
現     在     高

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

合　　　　計 ０ ４２１，２３０

⑴　衛　生　債 ０ ４２１，２３０
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６９，２５６ ７８１，６７４

４２９，７００ ６９，２５６ ７８１，６７４

４２９，７００

（単位：千円）
本　年　度　中　の　増　減　見　込　み

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

本　年　度　中
起 債 見 込 額

本　年　度　中
元金償還見込額

４２９，７００ ６９，２５６ ７８１，６７４
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番号 借入年度 事業名 年利率 借入先 令和３年度末現在高

1 R３ 令和３年度借入予定分 421,230,000円

421,230,000円

一般会計 償　　還　　状　　況　　一　　覧　　表

合　　　　　　　　　　　　計


